







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（1 ） 本件評釈として、吉川純 旬刊商事法務2002号29頁2013年、正木健司 消費者法
ニュース96号225頁2013年　なお、本件は上告・上告受理申立てがなされてい
る。





川俊明 国際商事法務28巻12号1552頁2000年、 鳥山恭一 法学セミナー 46巻１号

















　   　本件は、内部統制システム構築義務に関するリーディングケースとして注目
されたため上記の通り評釈も多い。
（3） 本件判批評として、大塚和成 銀行法務21．48巻４号99頁2004年
（4 ） 本件判批として、弥永真生 ジュリスト1379号52頁2009年、梅村悠 ジュリスト
1428号126頁2011年



















／監修 旬刊商事法務1993号52頁2013年、清水毅 実務に効く コーポレート・ガ
バナンス判例精選〔ジュリスト増刊〕134頁2013年　















（6 ） 本件判批として、浅井弘章 銀行法務21．52巻９号68頁2008年、藤原俊雄 月
刊民事法情報265号11頁2008年、中村信男 商事法研究70号10頁2009年、中村信








（7 ） 本件判批として、石川貴教 ＪＩＣＰＡジャーナル18巻11号82頁2006年、後藤
啓二 ビジネス法務６巻11号106頁2006年、大塚和成 銀行法務21．50巻14号60頁



























（8 ） 本件評釈として、阿南剛 ＪＩＣＰＡジャーナル17巻11号62頁2005年、潘阿憲 
ジュリスト1350号93頁2008年、中村康江・森本滋／監修 旬刊商事法務1852号61
頁2008年がある。







　   　なお、本件評釈として、村本武志「無意味な反復売買と一連の不法行為の成
否」ジュリスト1090号146頁がある。この判決では、特定売買率、売買回転率、
手数料化率を、顧客から不当に手数料収入を上げるためのころがし（無意味な
反復売買）の指標、重要なファクターだと捉えている。
（10）野村 前掲会社法判例百選113頁
